
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成２８年度においては、法人市民税の税率引き下げと合併後１０年の経過に

よる普通交付税の合併算定替による増額分の３割縮減などにより、財源が大幅に

不足する中で、第１次総合計画後期基本計画の必達及び若者の定住促進、新しい

自治のしくみづくりの確立に積極果敢に取り組むこととし、持続可能な行財政運

営の確立に向け、事業の選択と集中による行政経営資源の再配分と歳入に見合っ

た歳出の基本姿勢に立ち、精査を重ねた予算編成を行いました。 
平成２８年度一般会計当初予算額は、２０８億１，６００万円で前年度当初予

算と比較して４億１，３５０万円の増としました。これは、川崎小学校改築事業

の事業費増が主な要因です。 
歳入の市税については、主に固定資産税の増加により、前年度当初予算から１

億４，５４０万円増の１０２億３，８４０万円を見込んでいます。なお、市税の

当初予算額としては、１０年前（平成１８年度）とほぼ同水準となっており、過

去最高の平成２０年度の約１４５億円からは約４３億円減少しています。 
 
平成２８年度当初予算編成における重点的事項を以下に示します。 

平成２８年度 当初予算（一般会計）のポイント 

第１次総合計画の最終年度として、基本構想における将来都市像の実現

に向け、後期基本計画の各施策を着実に推進する。 

人口減少という課題を克服し、持続的なまちづくりを進めるため、まち・

ひと・しごと創生総合戦略の各施策を着実に推進する。 

★１ 第１次総合計画の必達を図る 

★２ まち・ひと・しごと創生総合戦略の具現化を図る 

★３ 行財政改革の強力かつ着実な実践を図る 
 

第２次行財政改革大綱の取組項目を強力かつ着実に実践し、持続可能な

行財政運営を確立する。 



（単位：千円・％）

H２８ H2７ H26 H25 H24

20,816,000 20,402,500 20,639,800 20,945,100 21,178,800

2.0 △ 1.1 △ 1.5 △ 1.1 6.5

◆

（単位：千円・％）

H２８ H２７ H26 H25 H24

10,238,400 10,093,000 10,652,600 10,867,800 10,407,500

1.4 △ 5.3 △ 2.0 4.4 △ 6.5

◆

（単位：千円・％）

H２８ H２７ H26 H25 H24

1,382,400 2,195,800 2,083,200 1,706,700 1,969,800

普通交付税 1,019,000 1,321,000 1,116,000 830,000 1,059,000

臨時財政対策債 363,400 874,800 967,200 876,700 910,800

△37.0 5.4 22.1 △ 13.4 33.5

◆
◆

◆

◆

◆

1

対前年度比

平成28年度　当初予算（一般会計）の全体イメージ

当初予算額

対前年度比

市税は対前年度比１．４％の増。うち固定資産税は、家屋、償却資産の増収により
１．9％の増

当初予算額

対前年度比

地方交付税のうち普通交付税は、市税収入の増や合併算定替の段階的縮減などにより、対
前年度比２２．９％の減となり、臨時財政対策債を加えると３７．０％の減

当初予算額

人件費は、共済費の増などにより２，４７７万４千円（０．６％）増
扶助費は、年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業や障がい者、心身障がい児自立支援
事業の増などから３億４，５１８万２千円（１２．１％）増

公債費は、市債利子償還金の減により７，７３２万４千円（３．４％）減

川崎小学校改築事業、野村布気線整備事業、関の山車会館整備事業の増が主な要因

社会保障・税番号システム導入事業の終了による物件費の減、公共下水道事業会計への繰
出金、出資金の減による補助費等及びその他（出資金）の減が主な要因

平成２８年度当初予算は、前年度比４億１，３５０万円（２．０％）の増 

市税は、前年度比１億４，５４０万円（１．４％）の増 

普通交付税は、前年度比３億２００万円の減、臨時財政対策債を加えると 

８億１，３４０万円(３７．０％)の減 

義務的経費は、前年度比２億９，２６３万２千円（３．３％）増 

投資的経費は、前年度比５億９，１４８万円（２６．４％）増 

その他の経費は、前年度比４億７，０６１万２千円（５．１％）減 
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◆　款別予算額比較表（一般会計）
〈歳入〉 （単位：千円）　

２ ８ 年 度 ２ ７ 年 度

当初　Ａ 当初　Ｂ Ａ－Ｂ　C C / B　(%)

１． 市 税 10,238,400 10,093,000 145,400 1.4%

２． 地 方 譲 与 税 183,000 172,000 11,000 6.4%

３． 利 子 割 交 付 金 11,000 15,000 △ 4,000 △ 26.7%

４． 配 当 割 交 付 金 105,000 48,000 57,000 118.8%

５． 株式等譲渡所得割交付金 32,000 12,000 20,000 166.7%

６． 地 方 消 費 税 交 付 金 1,050,000 873,000 177,000 20.3%

７． ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 102,000 110,000 △ 8,000 △ 7.3%

８． 自 動 車 取 得 税 交 付 金 45,000 30,000 15,000 50.0%

９． 地 方 特 例 交 付 金 43,000 41,000 2,000 4.9%

１０． 地 方 交 付 税 1,419,000 1,721,000 △ 302,000 △ 17.5%

１１． 交通安全対策特別交付金 8,000 8,000 0 0.0%

１２． 分 担 金 及 び 負 担 金 382,728 395,703 △ 12,975 △ 3.3%

１３． 使 用 料 及 び 手 数 料 279,778 283,926 △ 4,148 △ 1.5%

１４． 国 庫 支 出 金 2,246,150 2,047,778 198,372 9.7%

１５． 県 支 出 金 1,062,649 1,014,067 48,582 4.8%

１６． 財 産 収 入 21,234 26,071 △ 4,837 △ 18.6%

１７． 寄 附 金 50 50 0 0.0%

１８． 繰 入 金 1,605,336 1,508,716 96,620 6.4%

１９． 繰 越 金 100,000 50,000 50,000 100.0%

２０． 諸 収 入 353,175 343,489 9,686 2.8%

２１． 市 債 1,528,500 1,609,700 △ 81,200 △ 5.0%

20,816,000 20,402,500 413,500 2.0%

項 目

合 計

比　　　　較
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〈歳出〉

２ ８ 年 度 ２ ７ 年 度

当初　Ａ 当初　Ｂ Ａ－Ｂ　C C / B　(%)

１． 議 会 費 239,291 284,370 △ 45,079 △ 15.9%

２． 総 務 費 2,148,539 2,367,766 △ 219,227 △ 9.3%

３． 民 生 費 6,468,529 6,144,058 324,471 5.3%

４． 衛 生 費 2,218,994 2,636,463 △ 417,469 △ 15.8%

５． 労 働 費 36,588 39,831 △ 3,243 △ 8.1%

６． 農 林 水 産 業 費 731,637 716,318 15,319 2.1%

７． 商 工 費 323,250 337,252 △ 14,002 △ 4.2%

８． 土 木 費 2,234,539 2,402,447 △ 167,908 △ 7.0%

９． 消 防 費 914,722 918,050 △ 3,328 △ 0.4%

１０． 教 育 費 3,216,865 2,117,158 1,099,707 51.9%

１１. 公 債 費 2,188,940 2,266,264 △ 77,324 △ 3.4%

１２. 諸 支 出 金 54,106 132,523 △ 78,417 △ 59.2%

１３. 予 備 費 40,000 40,000 0 0.0%

20,816,000 20,402,500 413,500 2.0%

比　　　　較

合 計

項 目

（主な歳入増減） 
市税//固定資産税（償却資産）：63,900千円 

市税//固定資産税（家屋）：53,700千円 

地方消費税交付金//通年８％：177,000千円 

地方交付税（普通）：△302,000千円 

国庫支出金 

 年金生活者等支援臨時福祉給付金：135,000千円 

 障がい者自立支援給付費負担金：50,814千円 

県支出金 

 障がい者自立支援給付費負担金：25,582千円 

 参議院議員選挙費委託金：33,840千円 

繰入金 

 財政調整基金：419,000千円 

 減債基金：△50,000千円 

 土地開発基金：△61,468千円 

 下水道事業基金：△249,000千円 

市債 

 野村布気線整備（特例債）：240,700千円 

 川崎小学校改築：525,100千円 

 臨時財政対策債：△511,400千円 

 し尿処理施設長寿命化事業：△184,800千円    

（主な歳出増減） 

総務費//関南部地区コミュニティ工事：△123,920千円                     

総務費//社会保障・税番号システム導入：△105,277千円 

民生費//障がい者自立支援介護給付費：60,900千円 

      心身障がい児支援介護給付費：43,160千円 

      年金生活者等臨時福祉給付金：153,306千円      

衛生費//し尿処理施設長寿命化改修：△264,560千円 

      ボイラー設備整備事業：△139,320千円 

      病院事業繰出金：△35,504千円 

      国保繰出：41,890千円 
農林水産業費//畜産強化対策整備事業：18,612千円 
      土地改良維持管理適正化事業：15,620千円 
商工費//産業振興奨励金：△13,400千円 
土木費//公共下水道出資金：△249,800千円 

      橋梁長寿命化修繕事業：△43,000千円 

      舗装老朽化対策事業：64,000千円 

      維持修繕費（下白木擁壁工）：41,000千円    

      野村布気線整備：252,348千円（特例債） 

消防費//はしご車オーバーホール：△35,000千円       

教育費//川崎小学校改築：1,171,912千円 

      関の山車会館整備：71,000千円 

      情報教育推進事業：57,696千円 

      文化会館大規模改修：31,000千円 

      中部中クラブハウス建設工事：△121,300千円     

諸支出金//土地取得費：△76,339千円 
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◆　性 質 別 歳 出 予 算 額 の 状 況
（単位：千円・％）　

当 初 予 算 額 構成比 当 初 予 算 額 構成比 増 減 額 増減率

9,286,641 44.6% 8,994,009 44.0% 292,632 3.3%

3,888,090 18.7% 3,863,316 18.9% 24,774 0.6%

3,209,611 15.4% 2,864,429 14.0% 345,182 12.1%

2,188,940 10.5% 2,266,264 11.1% △ 77,324 △ 3.4%

2,831,726 13.6% 2,240,246 11.0% 591,480 26.4%

8,697,633 41.8% 9,168,245 45.0% △ 470,612 △ 5.1%

4,050,569 19.5% 4,218,660 20.7% △ 168,091 △ 4.0%

2,151,365 10.3% 2,344,251 11.5% △ 192,886 △ 8.2%

54,106 0.3% 56,184 0.3% △ 2,078 △ 3.7%

1,768,977 8.5% 1,664,572 8.2% 104,405 6.3%

672,616 3.2% 884,578 4.3% △ 211,962 △ 24.0%

20,816,000 100.0% 20,402,500 100.0% 413,500 2.0%

※その他は、維持補修費、貸付金、投資及び出資金、予備費の合計

比 較

義務的経費

人 件 費

性 質 別
平 成 ２ ８ 年 度 平 成 ２ ７ 年 度

扶 助 費

公 債 費

歳　出　合　計

投資的経費

その他の経費

物 件 費

補 助 費 等

積 立 金

繰 出 金

そ の 他 ※

義 

 務 

  的 

 経 

費 

投資的経費 

  そ 

 の 

他 

の 

 経 

  費 

人件費 

扶助費 

公債費 

物件費 

補助費等 

繰出金 

その他 

性 質 別 経 費 

 構 成 状 況 
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◆　主要事業一覧表（一般会計）
（単位：千円）

（基本施策の大綱）

事 業 名 （ 実 施 計 画 ） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

１．快適な都市空間の創造 1,015,239 186,463 34,797 404,600 18,115 371,264

（うち新規事業） (36,522) () (18,612) () () (17,910)

産業振興奨励事業 49,800 0 0 0 0 49,800 203

★ 畜産競争力強化対策整備事業 18,612 0 18,612 0 0 0 187

林業生産活動支援事業 13,520 0 1,140 0 0 12,380 189

★ 亀山駅周辺整備事業 17,910 0 0 0 0 17,910 221

東海道街道環境整備事業（布気小野線） 5,000 2,750 0 0 0 2,250 215

民間活用市営住宅事業 30,057 11,498 0 0 9,615 8,944 229

地震対策・木造住宅補強事業 59,837 21,315 15,045 0 0 23,477 87

能褒野都市下水路整備事業 40,000 20,000 0 0 0 20,000 225

都市計画道路整備事業（和賀白川線） 18,000 0 0 17,100 0 900 213

都市計画道路整備事業（野村布気線） 409,580 0 0 387,500 0 22,080 213

橋梁耐震化補強事業 30,000 16,500 0 0 0 13,500 217

道路新設改良事業（道野１２号線） 29,000 15,950 0 0 0 13,050 215

橋梁長寿命化修繕事業 42,000 23,100 0 0 0 18,900 217

舗装老朽化対策事業 137,000 75,350 0 0 0 61,650 217

地域生活交通再編事業 114,923 0 0 0 8,500 106,423 197

２．市民参画・協働と地域づくりの推進 82,157 0 0 0 29,405 52,752

（うち新規事業） () () () () () ()

地区コミュニティセンター充実事業 34,586 0 0 0 14,871 19,715 83

地域コミュニティのしくみづくり支援事業 7,188 0 0 0 7,188 0 85

市民活動応援事業 6,846 0 0 0 6,846 0 63

ホームページ情報発信事業 7,597 0 0 0 500 7,097 65

行政情報提供事業 25,940 0 0 0 0 25,940 65

３．健康で自然の恵み豊かな環境の創造 356,694 8,970 54,549 78,300 2,400 212,475

（うち新規事業） () () () () () ()

がん検診推進事業 92,217 126 0 0 0 92,091 153

予防接種費用助成事業 7,299 0 0 0 0 7,299 157

三重大学亀山地域医療学講座支援事業 31,200 0 0 0 0 31,200 155

飛灰再資源化事業 41,000 0 0 0 0 41,000 169

し尿処理施設長寿命化事業 25,096 6,344 0 18,300 0 452 175

ごみ溶融処理施設大規模整備事業 80,000 0 0 60,000 0 20,000 169

事 業 費
財 源 内 訳

頁
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（単位：千円）

（基本施策の大綱）

事 業 名 （ 実 施 計 画 ） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 費

財 源 内 訳
頁

森林環境創造事業 20,000 2,500 14,400 0 0 3,100 193

中山間地域等直接支払交付金事業 14,200 0 10,700 0 0 3,500 185

田園景観推進事業 6,500 0 0 0 0 6,500 185

みえ森と緑の県民税市町交付金事業 12,060 0 9,559 0 2,400 101 193

多面的機能支払事業 22,122 0 16,640 0 0 5,482 183

団体営ため池等整備事業 5,000 0 3,250 0 0 1,750 189

４．生きがいを持てる福祉の展開 288,754 12,277 0 0 107,312 169,165

（うち新規事業） (7,500) () () () () (7,500)

★ 西野公園運動施設改修事業 7,500 0 0 0 0 7,500 287

介護予防事業 23,692 0 0 0 23,692 0 121

地域包括支援事業 54,261 0 0 0 54,261 0 121

地域生活支援事業 33,959 0 0 0 29,359 4,600 123

高齢者・障がい者（児）タクシー料金助成事
業

29,880 0 0 0 0 29,880 113

障害者総合相談支援センター事業 10,150 0 0 0 0 10,150 119

福祉医療費助成事業（心身障がい者） 76,000 0 0 0 0 76,000 119

福祉医療費助成事業(子ども) 34,000 0 0 0 0 34,000 133

生活困窮者自立支援事業 19,312 12,277 0 0 0 7,035
115
301

５．次世代を担う人づくりと歴史文化の振興 1,808,796 219,680 24,040 657,700 40,728 866,648

（うち新規事業） (102,000) (35,500) (690) () () (65,810)

川崎小学校改築事業 1,273,200 171,680 8,142 657,700 37,915 397,763 247

★ 文化会館等大規模改修事業 31,000 0 0 0 0 31,000 281

少人数教育推進事業 31,359 0 0 0 0 31,359 295

学力向上推進事業 6,300 0 0 0 0 6,300 299

外国語指導助手配置事業 26,563 0 0 0 1,013 25,550 297

情報教育推進事業（小学校） 70,227 0 0 0 0 70,227 249

情報教育推進事業（中学校） 35,562 0 0 0 0 35,562 255

中学校給食実施事業 47,134 0 0 0 0 47,134 255

学校図書館支援事業 10,300 0 0 0 0 10,300 297

個の学び支援事業（幼稚園） 9,090 0 0 0 0 9,090 261

個の学び支援事業（小学校） 51,730 0 0 0 0 51,730 247

個の学び支援事業（中学校） 21,029 0 0 0 0 21,029 255

妊婦健康診査支援事業 49,600 0 0 0 0 49,600 153

不妊・不育症治療費助成事業 7,000 0 2,100 0 0 4,900 113

放課後子ども教室推進事業 17,037 0 11,358 0 0 5,679 265
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（単位：千円）

（基本施策の大綱）

事 業 名 （ 実 施 計 画 ） 国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源
事 業 費

財 源 内 訳
頁

鈴鹿関跡範囲確認調査事業 1,982 0 0 0 1,800 182 275

伝統的建造物群保存修理修景事業 30,000 12,500 1,750 0 0 15,750 281

★ 関の山車会館整備事業 71,000 35,500 690 0 0 34,810 283

まちづくり観光推進事業 18,683 0 0 0 0 18,683 201

　　行政経営 121,519 4,589 0 0 6,872 110,058

（うち新規事業） (7,077) (4,589) () () (48) (2,440)

行政情報システム事業（住民情報系） 46,554 0 0 0 6,061 40,493 89

行政情報システム事業（内部情報系） 43,842 0 0 0 763 43,079 89

★ 個人番号カード交付事業 7,077 4,589 0 0 48 2,440 99

地価調査・地番図整備事業 24,046 0 0 0 0 24,046 95

※★は新規事業を表します。

【大綱別集計】

国庫支出金 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他 一 般 財 源

１．快適な都市空間の創造 1,015,239 186,463 34,797 404,600 18,115 371,264

２．市民参画・協働と地域づくりの推進 82,157 0 0 0 29,405 52,752

３．健康で自然の恵み豊かな環境の創造 356,694 8,970 54,549 78,300 2,400 212,475

４．生きがいを持てる福祉の展開 288,754 12,277 0 0 107,312 169,165

５．次世代を担う人づくりと歴史文化の振興 1,808,796 219,680 24,040 657,700 40,728 866,648

　　行政経営 121,519 4,589 0 0 6,872 110,058

3,673,159 431,979 113,386 1,140,600 204,832 1,782,362

(153,099) (40,089) (19,302) () (48) (93,660)

合計

（うち新規事業）

大綱区分 事 業 費
財 源 内 訳
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合併特例債の活用状況について 

  

後期基本計画第２次実施計画の策定に伴い、合併特例債の活用を決めた事業における実施状況は 

次のとおりです。 

                                                       （単位：千円） 

事業名 総額 H26 以前 H27 H28 H29 以降 

斎場建設事業 2,246,400 2,246,400    

和賀白川線整備事業 2,509,600 1,911,600 10,900 17,100 570,000 

野村布気線整備事業 2,127,800 393,800 519,200 387,500 827,300 

関中学校改築事業 867,500 867,500    

白川小学校耐震改修事業 77,800 77,800    

北東分署建設事業 533,900 533,900    

し尿処理施設長寿命化事業 547,000 ― 528,700 18,300  

合   計     ① 8,910,000 6,031,000 1,058,800 422,900 1,397,300 

※平成２６年度以前は、各年度決算(繰越事業分含む)の合計額 

※平成２７年度は３月補正後予算、平成２８年度は当初予算の額 

  

通常事業分に係る発行可能額 ② 9,619,700 

今後発行可能額       ②-① 709,700 

  

  

【今後の合併特例債の活用】 

今後の合併特例債の発行可能額は、約７億１千万円となり、その活用にあたっては、合併特例債の 

趣旨や市の財政負担等を考慮し、平成３１年度までに実施可能な新市まちづくり計画に位置付けた 

事業の中から、第２次総合計画の策定に合わせて活用事業を選定します。 

  

  

  


